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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期

第３四半期
連結累計期間

第93期
第３四半期
連結累計期間

第92期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 （百万円） 76,768 71,678 108,255

経常利益 （百万円） 8,029 4,074 7,861

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 5,437 2,862 5,252

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 6,789 1,557 9,068

純資産額 （百万円） 54,387 57,186 56,664

総資産額 （百万円） 129,420 131,636 134,002

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 52.77 27.78 50.98

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.0 43.4 42.3

 

回次
第92期

第３四半期
連結会計期間

第93期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.76 4.63

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。
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２【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社19社、非連結子会社２社、関連会社２社により構成されており、半導体製品、

電装製品、電源製品などの製造、販売を主たる業務としております。

なお、平成27年４月１日付で連結子会社であった株式会社新電元ロジステックの新エネルギー関連事業を新電元ス

リーイー株式会社に吸収分割いたしました。また、同日付で株式会社新電元ロジステックと株式会社東根新電元は後

者を存続会社として吸収合併いたしました。

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

 

次の３事業は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区分と同一であり

ます。

 

デバイス事業

連結子会社である(株)秋田新電元、(株)東根新電元、ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッドおよび

シンデンゲン・フィリピン・コーポレーションが製造しております。

電装事業

連結子会社である(株)岡部新電元、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデ

ンゲン・インドネシア、広州新電元電器有限公司、シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド、シンデン

ゲン・ベトナム・カンパニー・リミテッドおよび関連会社であるナピーノ・オート・アンド・エレクトロニクス・リ

ミテッドが製造しております。

新エネルギー事業

連結子会社である新電元スリーイー(株)、ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッドが製造しておりま

す。

その他

関連会社である新電元メカトロニクス(株)が製造しております。

 

販売については全部門とも当社が一括で仕入れ、当社のほか連結子会社である新電元デバイス販売(株)、シンデン

ゲン・アメリカ・インコーポレイテッド、新電元（香港）有限公司、新電元（上海）電器有限公司、シンデンゲン・

ユーケー・リミテッド、シンデンゲン・シンガポール・ピーティーイー・リミテッドを通じて販売しております。

なお、連結子会社であるシンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデンゲン・イ

ンドネシア、広州新電元電器有限公司、シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド、シンデンゲン・ベト

ナム・カンパニー・リミテッドおよび関連会社である新電元メカトロニクス(株)、ナピーノ・オート・アンド・エレ

クトロニクス・リミテッドにおいては製品の全部または一部を直接販売しております。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安・原油安等の追い風要素があったなか、企業業績や

雇用環境などは着実な改善が続きました。海外においては、米国が緩やかな景気拡大を持続するなかで利上げ

を開始し、ユーロ圏も緩やかな景気回復が継続しました。一方でアジア経済は中国の景気減速による影響で、

新興国を中心に力強さに欠ける展開となりました。

当社グループを取り巻く環境は、モビリティ分野は比較的底堅かったものの、半導体関連は中国経済の減速

による需要鈍化や在庫調整等により軟調に推移しました。また、夏場以降新興国通貨の為替相場が乱高下する

など不安定な状況が続きました。

 

このようななか、当第３四半期連結累計期間の売上高は716億78百万円（前年同期比6.6％減）、営業利益は

44億50百万円（前年同期比41.0％減）、経常利益は40億74百万円（前年同期比49.3％減）、親会社株主に帰属

する四半期純利益は28億62百万円（前年同期比47.4％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであり、セグメント間の取引については相殺消去して記載しております。な

お、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの製品区分を一部変更しており、前年同期比較につきまして

は、前年同期の数値を変更後のセグメント製品区分に組み替えた数値で比較しております。

また、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッドは、同社が決算日を３月31日に変更したこと

に伴い、当第３四半期連結累計期間は平成27年１月１日から平成27年12月31日までの12ヶ月間を連結しており

ます。

 

①デバイス事業

デバイス事業の売上高は227億99百万円（前年同期比6.3％減）、営業利益は15億51百万円（前年同期比

53.7％減）となりました。上半期は軟調だった国内の自動車市場は緩やかな回復がみられたものの、産業機

器市場では引き続き中国での落ち込みが目立ったほか、家電市場でも空調機関連を中心に在庫調整が長引く

など低調に推移し、減収、減益となりました。

②電装事業

電装事業の売上高は360億48百万円（前年同期比2.5％増）、営業利益は49億37百万円（前年同期比4.5％

増）となりました。アジアの二輪車市場は、内需も輸出も堅調だったベトナムで好調に推移しました。ま

た、二輪車の販売台数が落ち込んだインドネシアにおいては、ＥＣＵ（電子制御ユニット）の新機種投入効

果によりシェアが増加したことで前年同期並みの水準を維持し、全体では増収となりました。損益面では、

研究開発費や減価償却費が増加したものの、増収の効果もあり、増益となりました。

③新エネルギー事業

新エネルギー事業の売上高は104億93百万円（前年同期比29.2％減）、営業損益は１億21百万円の損失

（前年同期は17億20百万円の利益）となりました。通信市場は下半期に入り電源需要が回復基調を辿ったほ

か、ＥＶ/ＰＨＥＶ用充電器が大幅に増加しました。一方で、国内の太陽光発電関連市場は、縮小傾向にあ

るなかで競争も厳しさを増したために、パワーコンディショナの販売が伸び悩み、全体においては減収、減

益となりました。

④その他

その他の売上高は23億35百万円（前年同期比5.2％減）、営業利益は29百万円（前年同期比27.7％減）と

なりました。

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

四半期報告書

 5/19



（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は1,316億36百万円（前期末比23億65百万円減）となりました。これ

は、主に受取手形及び売掛金が減少したことなどによるものであります。

また、負債は744億50百万円（前期末比28億87百万円減）となりました。これは、主に支払手形及び買掛金

が減少したことなどによるものであります。

純資産は571億86百万円（前期末比５億21百万円増）となり、自己資本比率は43.4％となりました。

以上の結果、１株当たり純資産は555円８銭となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社は、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを未然に防止すべく、平成

19年６月より「当社株式の大量買付行為への対応方針（買収防衛策）」を導入し、平成22年６月29日開催の第

86回定時株主総会にて内容を一部変更した上で継続し、平成25年６月27日開催の第89回定時株主総会にて、同

一の内容で継続のご承認をいただいております。

当該防衛策の主旨について、当社取締役会としては、(i) 当該買収防衛策が、株主が適切な判断を行うため

に、株主に対し大量買付を行おうとする者と当社取締役会双方から必要かつ十分な情報が提供されることを目

的としており、最終的に株主の自由な意思を尊重する当社の基本方針に沿うものであること、(ii) 当該買収

防衛策が、当社株主総会で承認され、またその後の変更または廃止についても株主総会の決議に従うこととさ

れており、当社の株主意思を尊重し株主共同の利益を損なうものでないこと、(iii) 当該買収防衛策が、いわ

ゆるデッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではなく、発動にあたっても予め定められた合理的かつ客

観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を

防止するための仕組みを確保しているとともに、大量買付を行おうとする者の行為が当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なうか否かの検討および判断が必要な場合は、当社から独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることにより、

当社取締役会による判断の公正さ・客観性をより強く担保する仕組みとしていることから、当社会社役員の地

位の維持を目的とするものではないと判断しております。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、39億28百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 310,000,000

Ａ種優先株式 50,000,000

Ｂ種優先株式 50,000,000

計 310,000,000

（注）当社の発行可能種類株式は、それぞれ普通株式310,000,000株、Ａ種優先株式50,000,000株、Ｂ種優先株式

50,000,000株であり、合計では410,000,000株となりますが、発行可能株式総数は、310,000,000株とする旨

定款に規定しております。なお、発行可能種類株式の合計と発行可能株式総数との一致については、会社法

上要求されておりません。

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 103,388,848 103,388,848
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

であります。

計 103,388,848 103,388,848 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 103,388 － 17,823 － 6,031

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　362,000
－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式　102,598,000 102,598
同上

（注）

単元未満株式 普通株式　　　428,848 － －

発行済株式総数 103,388,848 － －

総株主の議決権 － 102,598 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新電元工業株式会社

東京都千代田区

大手町２丁目２－１

普通株式

362,000
－

普通株式

362,000
0.35

計 －
普通株式

362,000
－

普通株式

362,000
0.35

（注）１．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決

権１個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通

株式に含めております。

２．当第３四半期会計期間末の自己名義所有株式数は、365,000株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 33,337 34,968

受取手形及び売掛金 22,287 18,645

有価証券 5,000 5,000

商品及び製品 7,604 7,600

仕掛品 3,740 3,840

原材料及び貯蔵品 10,096 9,627

繰延税金資産 1,429 956

その他 3,322 4,464

貸倒引当金 △33 △35

流動資産合計 86,784 85,067

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,223 8,565

機械装置及び運搬具（純額） 8,466 8,218

土地 5,395 6,037

その他（純額） 3,008 2,867

有形固定資産合計 26,093 25,688

無形固定資産   

のれん 85 58

ソフトウエア 563 722

その他 574 353

無形固定資産合計 1,223 1,134

投資その他の資産   

投資有価証券 14,661 15,269

繰延税金資産 4,529 3,859

その他 772 671

貸倒引当金 △63 △55

投資その他の資産合計 19,900 19,744

固定資産合計 47,217 46,568

資産合計 134,002 131,636
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,856 15,705

短期借入金 7,628 7,254

1年内償還予定の社債 400 2,450

未払法人税等 936 83

賞与引当金 1,039 －

その他 3,873 6,497

流動負債合計 31,735 31,991

固定負債   

社債 2,900 1,050

長期借入金 24,658 24,848

退職給付に係る負債 14,931 14,423

製品保証引当金 2,518 1,510

資産除去債務 147 143

その他 448 482

固定負債合計 45,602 42,458

負債合計 77,337 74,450

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,823 17,823

資本剰余金 7,738 7,738

利益剰余金 27,747 29,579

自己株式 △123 △128

株主資本合計 53,185 55,013

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,113 3,351

為替換算調整勘定 1,519 △168

退職給付に係る調整累計額 △1,154 △1,009

その他の包括利益累計額合計 3,478 2,173

純資産合計 56,664 57,186

負債純資産合計 134,002 131,636
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 76,768 71,678

売上原価 59,987 57,957

売上総利益 16,780 13,720

販売費及び一般管理費 9,233 9,270

営業利益 7,546 4,450

営業外収益   

受取利息 52 65

受取配当金 212 223

為替差益 893 －

受取ロイヤリティー 95 107

持分法による投資利益 194 156

その他 133 166

営業外収益合計 1,582 718

営業外費用   

支払利息 468 380

為替差損 － 567

退職給付会計基準変更時差異の処理額 464 －

その他 168 147

営業外費用合計 1,100 1,094

経常利益 8,029 4,074

特別損失   

事業構造改善費用 － 103

減損損失 － 8

特別損失合計 － 111

税金等調整前四半期純利益 8,029 3,962

法人税、住民税及び事業税 1,990 103

法人税等調整額 601 996

法人税等合計 2,591 1,100

四半期純利益 5,437 2,862

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,437 2,862

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 201 237

為替換算調整勘定 525 △1,593

退職給付に係る調整額 502 144

持分法適用会社に対する持分相当額 122 △94

その他の包括利益合計 1,352 △1,305

四半期包括利益 6,789 1,557

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,789 1,557

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッ

ドについては同日現在の財務諸表を使用し連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調

整を行っておりましたが、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当第３四半期連結累計期間は平成

27年１月１日から平成27年12月31日までの12か月間を連結しております。

なお、当該子会社の平成27年１月１日から平成27年３月31日までの売上高は742百万円、営業利益は84百万

円、経常利益は103百万円、税引前四半期純利益は103百万円であります。

 

（会計方針の変更）

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号　平成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株

主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半

期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っており

ます。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

四半期連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入に対し支払保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

従業員住宅資金借入口 84百万円  74百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 3,628百万円 3,688百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,030 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,030 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業
新エネルギー

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 24,321 35,171 14,812 74,305 2,462 76,768 － 76,768

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,613 15 － 3,628 － 3,628 △3,628 －

計 27,934 35,187 14,812 77,934 2,462 80,397 △3,628 76,768

セグメント利益 3,346 4,723 1,720 9,791 40 9,831 △2,284 7,546

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益の調整額△2,284百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれて

おります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業
新エネルギー

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 22,799 36,048 10,493 69,342 2,335 71,678 － 71,678

セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,543 19 － 4,562 － 4,562 △4,562 －

計 27,343 36,068 10,493 73,905 2,335 76,240 △4,562 71,678

セグメント利益又は

損失（△）
1,551 4,937 △121 6,366 29 6,395 △1,945 4,450

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,945百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、事業本部を基礎とした製品のセグメントから構成されており、平成27年４月１日付で製品の管理

区分を一部変更しております。

この変更に伴い、第１四半期連結会計期間より、新エネルギー事業から電装事業へ一部製品群を移管して

おります。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の管理区分に基づき記載しており

ます。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 52円77銭 27円78銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 5,437 2,862

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
5,437 2,862

普通株式の期中平均株式数（千株） 103,037 103,027

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月９日

新 電 元 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会　 御 中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 麻生 和孝 　 ㊞

 

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 唐澤 正幸　　 ㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日か

ら平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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